○滝川地区広域消防事務組合事務決裁規程

制　定　昭和62年12月30日訓令第２号　　　　　　　　　　　　　　
改正　平成５年３月24日訓令第１号　平成14年３月29日訓令第２号

平成６年４月１日訓令第２号　平成15年６月17日訓令第４号

平成８年３月29日訓令第３号　平成19年３月29日訓令第２号
平成９年４月22日訓令第４号　平成21年７月２日訓令第４号
平成10年３月27日訓令第２号　平成22年３月26日訓令第４号
平成11年３月29日訓令第３号　平成24年３月２日訓令第３号
平成11年５月31日訓令第６号　平成26年３月28日訓令第１号
平成13年３月27日訓令第３号　平成29年３月28日訓令第２号
　滝川地区広域消防事務組合事務決裁規程（昭和51年12月滝川地区広域消防事務組合訓令第１号）の全部を改正する。

　（目的）

第１条　この規程は、別に定めるものを除くほか、組合長及び消防長の権限に属する事務の専決、代決その他の事務処理に関し必要な事項を定め、行政事務の能率的執行を図ることを目的とする。
　（定義）　　　

第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　⑴  「決裁」とは、決裁責任者（組合長、消防長、又は専決権者（専決する権限を有する者をいう。）が、その権限に属する事務の処理について最終的に意思決定を行うことをいう。

　⑵　「専決」とは、あらかじめ認められた範囲内で、自らの判断で常時組合長又は消防長に代わって決裁することをいう。

　⑶　「代決」とは、決裁責任者が不在のとき当該決裁責任者に代わって決裁することをいう。

　⑷　「不在」とは、決裁責任者が出張、欠勤その他の理由により意思決定のできない状態にあるときをいう。

　⑸　「合議」とは、特定事項及び他課に関連ある事案について、決裁前に関連署長及び課長等の同意を得ることをいう。

　⑹　「署長」とは、消防署の長をいう。

⑺　「課長等」とは、課、支署又はこれに相当する組織の長をいう。

　⑻　「課長相当職者」とは、課長に相当する職にある者をいう。
　⑼　「課長補佐」とは、課長補佐、署長補佐、支署長補佐又はこれに相当する職にある者をいう。
　⑽　「係長」とは、係又はこれに相当する組織の長をいう。
　（専決の適用除外）
第３条　組合長の権限に属する事務のうち、おおむね別表第１に掲げる組合長決裁事項については、専決することができない。ただし、組合長の権限に属する事務のうち、重要な事項を除き、副組合長が所属する行政区域に係る事務に限り副組合長に専決させることができる。
　（事務局長の専決）

第４条　事務局長は、別表第１に掲げる事項のほか、前条及び次条第１項以外の事務を専決することができる。ただし、事務局長は事務局長事務のうち、事務局次長の所属する行政区域に係る事務に限り事務局次長に専決させることができる。

　（消防長、署長及び課長等の専決）

第５条　消防長、署長及び課長等は、分掌する事務について別表第１に掲げる事項を専決することが
できる。

２　消防長は、組合長の承認を受けて同一の課に同位職の者を複数置く場合には、当該課長等の専決事項を当該同位職者に分担して専決させることができる。

　（類推専決）

第６条　専決権者は、前条の規定により専決できる事項以外の事項であっても、当該専決事項に類すると認められるものについては、専決することができる。
　（専決の制限）

第７条　専決権限は、その専決できる事項であっても、次の各号のいずれかに該当するものについては、上司の決裁を受けなければならない。
　⑴　規定の解釈に疑義のあるもの

　⑵　紛議若しくは論争のあるもの又は将来その原因となるおそれのあるもの

　⑶　先例となるもの

　⑷　異例かつ重要に属し、上司の意思決定が必要と判断するもの

　（代決）

第８条　決裁責任者が不在の場合は、次の各号の定めるところにより、その事務を代決することができる。

　⑴　組合長決裁事項については、事務局長、消防長の順による。

　⑵　事務局長専決事項については、消防長、次長の順による。

　⑶　消防長専決事項については、次長、所管課長の順による。

　⑷　署長専決事項については、副署長、所管課長、所管課長相当職者の順による。
　⑸　課長等専決事項については、所管課長相当職者、所管課長補佐、所管係長の順による。
２　前項において所管する課等に同位職の者が複数置かれている場合にあっては、当該決裁責任者の直近上位にある者があらかじめ定めた順序等によるものとする。

３　前２項の規定は、合議の回付を受けた課長等が不在の場合において代わって同意する場合において準用する。

　（代決の制限）

第９条　代決すべき事案が次の各号のいずれかに該当するものについては、代決することができない。

　⑴　緊急性のないもの

　⑵　決裁責任者があらかじめ指定したもの

　⑶　第７条各号に掲げるもの

　（代決後の処理）

第10条　決裁責任者が不在で代決した者は、当該起案文書に後閲の表示をして、速やかに決裁責任者の閲覧に供さなければならない。ただし、軽易な事項については、この限りでない。

２　合議の回付を受けた課長等が不在の場合において、合議事案について当該課長等に代わって同意した者は、速やかに当該事案を当該課長等に報告しなければならない。ただし、軽易な事項については、この限りでない。

　（合議事項の指定）

第11条　起案者は、別表第２に掲げる事項については、総務課長の合議を受けなければならない。

　（その他の事項）

第12条　この規程に定めるもののほか必要な事項は、組合長が別に定める。

　　　附　則

　この規程は、昭和63年１月１日から施行する。

　　　附　則（平成５年３月24日訓令第１号）

　この規程は、平成５年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成６年４月１日訓令第２号）

　この規程は、平成６年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成８年３月29日訓令第２号）

　この規程は、平成８年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成９年４月22日訓令第４号）

　この規程は、平成９年５月１日から施行する。

　　　附　則（平成10年３月27日訓令第２号）

　この規程は、平成10年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成11年３月29日訓令第３号）

　この規程は、平成11年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成11年５月31日訓令第６号）

　この規程は、平成11年６月１日から施行する。

　　　附　則（平成13年３月27日訓令第３号）

　この規程は、平成13年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成14年３月29日訓令第２号）

　この規程は、平成14年４月１日から施行する｡ 

　　　附　則（平成15年６月17日訓令第４号）

　この規程は、公布の日から施行し、平成15年６月１日から適用する｡ 

　　　附　則（平成19年３月29日訓令第２号）
　この規程は、平成19年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成21年７月２日訓令第４号）

　この規程は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成22年３月26日訓令第４号）

　この規程は、平成22年４月１日から施行する。

附　則（平成24年３月２日訓令第３号）
　この規程は、平成24年４月１日から施行する。

附　則（平成26年３月28日訓令第１号）
この規程は、平成26年４月１日から施行する。

　　附　則（平成29年３月28日訓令第２号）
この規程は、平成29年４月１日から施行する。

別表第１（第３条、第４条、第５条第１項関係）
１　共通決裁事項
(1)　庶務関係
	項　　　　　　　　　　　　　　目
	組合長
	 事務局長
	消防長
	署長
	課長等

	(1)　組合行政の総合企画、総合調整及び運営方針
	　　　 ○
	
	
	
	

	(2)　組合議会の招集並びに議案、諮問及び報告の決定
	　  ○
	
	
	
	

	(3)　地方自治法第179条及び第180条の規定による専決処分
	　　○
	
	
	
	

	(4)　条例、規則、訓令及び要綱等の制定及び改廃
	○
	業務の運用その

他やや重要な要

綱等
	業務の運用その他軽易な要綱等
	
	

	(5)　予算の編成及び決算の処理
	○
	
	
	
	

	(6)　表彰及び褒賞の決定
	○
	
	
	
	

	(7)　付属機関の委員の任免及びこれらに対する諮問
	○
	
	
	
	

	(8)　訴訟、和解、調停並びに重要な不服申し立て及び市民要望
	○
	
	
	
	

	(9)　損害賠償の決定
	○
	
	
	
	

	(10) 公の施設の設置及び廃止
	○
	
	
	
	

	(11) 寄付の受理
	○
	
	
	
	

	(12) 基金の設置及び処分
	○
	
	
	
	

	(13) 前各号に準ずる重要かつ異例なもの
	○
	
	
	
	

	(14) 内部会議の招集（軽易又は定例的なものを除く。）
	
	
	組合全体に

及ぶ場合
	署全体に

及ぶ場合
	所轄課等

の場合

	(15) 所管事務に関する諸証明
	
	
	重要なもの
	やや
重要なもの
	法令等の規定
に基づくもの

	(16) 所管公簿等の縦覧及び閲覧
	
	
	重要なもの
	やや

重要なもの
	軽易又は定例

的なもの

	(17) 所管事務に関する照会、調査、報告及び回答並びに文書の進達
	
	
	重要なもの
	やや

重要なもの
	軽易又は定例

的なもの

	(18) 不動産の登記
	
	
	
	
	○

	(19) 所管施設の維持管理及び使用許可
	
	
	
	
	○

	(20) 所管施設の使用料の減免
	
	
	減免方針及び

適用団体の決定
	
	○

	(21) 年間及び月間業務計画の策定・変更
	
	
	○
	
	

	(22) 所管公用車の運行及び管理
	
	
	
	
	○

	(23) 聴聞の実施、審理の公開の決定及び主宰者の指名
	
	
	○
	
	

	(24) 弁明の機会の付与の決定
	
	
	当該不利益処分
の処分権者が消

防長以上の場合
	
	当該不利益処分

の処分権者が消

課長の場合

	(25) 聴聞の期日等の変更及び文書等の閲覧等の決定
	
	
	
	
	○

	(2)　情報公開及び個人情報保護関係

	項　　　　　　　　　　　　　　目
	組合長
	 事務局長
	消防長
	署長
	課長等

	(1)　公文書の公開、非公開及び存否応答拒否の決定
	
	
	  ○
	
	

	(2)　個人情報の開示、訂正等の決定
	
	
	  ○
	
	

	(3)　滝川地区広域消防事務組合情報公開・個人情報保護審査会への諮問
	
	
	  ○
	
	

	(4)　滝川地区広域消防事務組合個人情報保護審議会への諮問
	
	
	  ○
	
	


	(5)　不服申立てに対する決定又は裁決
	
	
	  ○
	
	

	(6)　その他情報公開及び個人情報保護に関すること
	
	
	
	
	○

	(3)　人事・服務関係

	項　　　　　　　　　　　　　　目
	組合長
	事務局長
	消防長
	署長
	課長等

	(1)　行政組織及び職制に関すること
	○
	
	
	
	

	(2)　消防長の任免及び消防長以外の職員（嘱託職員及び    臨時職員を除く。）の任免、給与、分限及び服務に関すること
	○
	
	
	
	

	(3)　消防団長の任免に関すること。
	○
	
	
	
	

	(4)　消防団長以外の消防団員の任免の承認に関すること
	
	○
	
	
	

	(5)　係長以上を除く職員の配置及び事務分掌
	
	　　　
	
	　○
	本部及び支署

にかかるもの

	(6)　超過勤務命令
	
	
	
	　 ○
	本部及び支署

にかかるもの

	(7)　特殊勤務命令
	
	
	
	　 ○
	本部及び支署

にかかるもの

	(8)　外勤命令
	消防長及び次長
	
	
	  ○
	
	

	
	署長及び課長等以下
	
	
	
	○
	本部及び支署

にかかるもの

	(9) ４週８休の指定

週休日の振替、休
日の代休、時間外
勤務代休時間及び
勤務時間の割振り
の変更
	消防長及び次長
	
	
	　○
	
	

	
	署長及び課長等以下
	
	
	
	○
	本部及び支署

にかかるもの

	　(4)　財務関係（支出負担行為の承認等）

	項　　　　　　　　　　　　　　目
	組合長
	事務局長
	消防長
	課長等

	１　次に掲げるもの

	
	(1)　報酬（嘱託職員報酬を除く。）・賃金・光熱水費・役務費
（広告料を除く。）
	
	
	
	○

	
	(2)　災害補償費
	100万円超
	50万円超
100万円以下
	50万円以下
	

	
	(3)　報償費
	
	50万円超
	10万円超
50万円以下
	10万円以下

	
	(4)　交際費
	
	10万円超
	10万円以下
	

	
	(5)　食糧費・広告料
	
	5万円超
	1万円超
5万円以下
	１万円以下

	
	(6)　負担金、補助　及び交付金
	会議出席負担金（1人当たり）
	
	1万円超
	5千円超
1万円以下
	5千円以下

	
	
	各種団体の会費等
	
	
	
	○

	
	
	金額が予算計上されているものであって、規則等で金額の算出方法が定まっているもの
	
	
	
	○

	
	
	上記以外のもの
	
	100万円超
	30万円超
100万円以下
	30万円以下

	
	(7)　貸付金
	1,000万円超
	500万円超
1,000万円以下
	100万円超
500万円以下
	100万円以下

	
	(8)　補償金及び補填金
	300万円超
	30万円超
300万円以下
	10万円超
30万円以下
	10万円以下

	
	(9)　償還金、利子及び割引料
	
	
	
	○

	
	(10) 投資及び出資金
	○
	
	
	

	
	(11) 積立金
	
	
	
	○

	
	(12) 繰出金
	
	
	
	○

	２　需用費（食糧費・光熱水費を除く。）・使用料及び賃借料・原材料費（工事用資材を除く。）・備品購入費に係るもの
（第3号以下において、単価契約については、年間の購入予定数量等により積算した金額による。）

	
	(1)　購入等の決定（単価契約済みのもの）
	
	
	50万円超
	50万円以下

	
	(2)　購入等の決定（単価契約に係るもの以外のもの）
	
	500万円超
	50万円超
500万円以下
	50万円以下

	
	(3)　予定価格の決定
	
	500万円超
	500万円以下
	

	
	(4)　入札の執行（見積合せを含む。）
	
	
	50万円超
	50万円以下

	
	(5)　契約の締結（請書を含む。）
	
	500万円超
	500万円以下
	

	
	(6)　契約条項
　の変更承認
	金額の変更を伴う場合（当該変更により価格が増額となる場合は変更後の額とし、減額となる場合は変更前の額による。）　
	
	500万円超
	50万円超
500万円以下
	50万円以下

	
	
	金額の変更を伴わない
	
	
	
	○

	
	(7)　検査又は検収の命令
	
	
	○
	軽易かつ定例的なもの

	
	(8)　検査又は検収の報告
	
	
	
	○

	
	(9)　受渡し
	
	
	
	○

	３　業務委託に係るもの
（第3号以下において、単価契約については、年間の購入予定数量等により積算した金額による。）

	
	(1)　業務委託の決定（単価契約済みのもの）
	
	
	○
	

	
	(2)　業務委託の決定（単価契約に係るもの以外のもの）
	3,000万円超
	1,000万円超
3,000万円以下
	1,000万円以下
	

	
	(3)　予定価格の決定
	3,000万円超
	1,000万円超
3,000万円以下
	1,000万円以下
	

	
	(4)　入札の執行（見積合せを含む。）
	
	
	3,000万円超
	     3,000万円以下

	
	(5)　契約の締結（請書を含む。）
	
	1,000万円超
	1,000万円以下
	

	
	(6)　着手に伴う諸届の承認及び確認
	
	
	
	○

	
	(7)　前払金の決定及び通知
	
	
	
	○

	
	(8)　契約条項の変更承認
	金額の変更を伴う場合（当該変更により価格が増額となる場合は変更後の額とし、減額となる場合は変更前の額による。）　
	3,000万円超
	1,000万円超
3,000万円以下
	1,000万円以下
	

	
	
	金額の変更を伴わない
	
	
	○
	

	
	(9)　契約の変更に伴う業者承諾の報告
	
	
	
	○

	
	(10) 検査又は検収の命令
	
	
	○
	軽易かつ定例的なもの

	
	(11) 検査又は検収の報告
	
	
	3,000万円超
	3,000万円以下

	
	(12) 受渡し
	
	
	
	○

	
	(13) 業務担当員の命令
	
	
	
	○

	４　工事にかかるもの

	　
	(1)　設計図書の審査
	
	
	○
	

	
	(2)　工事施行の決定
	5,000万円超
	2,000万円超
5,000万円以下
	2,000万円以下
	

	
	(3)　予定価格の決定
	5,000万円超
	2,000万円超
5,000万円以下
	2,000万円以下
	

	
	(4)　入札の執行（見積合せを含む。）
	
	
	5,000万円超
	5,000万円以下

	
	(5)　契約の締結（請書を含む。）
	5,000万円超
	2,000万円超
5,000万円以下
	2,000万円
以下
	

	
	(6)　着手に伴う諸届の承認及び確認
	
	
	
	○

	
	(7)　前払金の決定及び通知
	
	
	
	○

	
	(8)　契約条項の変更承認
	金額の変更を伴う場合（当該変更により設計価格が増額となる場合は変更後の額とし、減額となる場合は変更前の額による。）
	5,000万円超
	2,000万円超
5,000万円以下
	2,000万円
以下
	

	
	
	金額の変更を伴わない
	
	
	○
	

	
	(9)　契約の変更に伴う業者承諾の報告
	
	
	
	○

	
	(10) 部分払に関する事項
	
	
	○
	

	
	(11) 検査の命令
	
	
	○
	

	
	(12) 検査の報告
	
	
	15,000万円
以上
	15,000万円
未満

	
	(13) 受渡し
	
	
	
	○

	
	(14) 跡請保証に関する事項
	
	
	○
	

	
	(15) 原材料費のうち工事用資材の購入承認
	
	1,000万円超
	300万円超
1,000万円以下
	300万円以下

	
	(16) 監督職員の命令
	
	
	
	○

	
	(17) 工事に伴う支障  物件の移転補償及
び用地買収
	施行伺
	2,000万円超
	500万円超
2,000万円以下
	500万円以下
	

	
	
	契約の締結
	2,000万円超
	500万円超
2,000万円以下
	500万円以下
	

	
	
	支障物件の移転確認報告
	
	
	○
	

	５　その他

	
	(1)　公有財産の取得及び処分の承認（工事に伴う軽易なもの及び工事に伴う2,000万円以下の用地買収を除く。）
	1,000万円以上
	1,000万円未満
	
	

	
	(2)　普通財産の貸付け
	
	
	○
	

	
	(3)　行政財産の目的外使用許可
	重要なもの
	
	○
	
	

	
	
	自動販売機等に係るもの及び所管施設の目的外使用の許可
	
	
	○
	

	
	(4)　物品の廃棄処分
	
	取得価格が１件
1,000万円超
	取得価格が１件
500万円超
1,000万円以下
	取得価格が１件
500万以下

	
	(5)　物品の売払い処分
	
	売却予定価格が
100万円超
	売却予定価格が50万円超
100万円以下
	売却予定価格が
50万円以下

	
	(6)　所管に属する支出証ひょうの検認及び支出命令
	
	
	
	○

	
	(7)　資金前渡の承認及び精算報告（会議出席負担金については１件ごとの金額のうち最高の額の区分による。）
	
	支出負担行為の承認が事務局長専決区分の支出に係る資金前渡
	支出負担行為の承認が消防長及び課長専決区分の支出に係る資金前渡
	

	
	(8)　会計更正及び科目更正並びに歳出金の戻入
	支出負担行為の承認専決区分と同じ

	
	(9)　所管に属する収入金（歳入歳出外を含む。）の賦課・調定・調定通知・納入通知書・納付書発布及び公示送達
	
	
	
	○

	
	(10) 所管に属する収入金の過誤納付還付・充当（当該年度に
限る。）
	
	
	
	○

	
	(11) 同一節内における流用承認
	
	
	30万円超
	30万円以下

	
	(12) 税外収入金の減免（別に定めがあるものを除く。）
	
	
	
	○

	　(5)　その他

	項　　　　　　　　　　　　　　目
	組合長
	事務局長
	消防長
	課長等

	(1)　消防演習、出初式の企画
	
	○
	
	

	(2)　待機宿舎の入居許可及び退去届の確認
	
	
	
	○

	(3)　職員の被服の給貸与（給与被服、貸与被服及び共用被服の貸与に限る。）
	
	
	
	○

	(4)　消防団員の被服の給貸与に関すること。
	
	
	
	○


２　旅行命令（依頼）決裁事項
	　　　　　　命　令　者
復　命　者
	組合長
	事務局長
	消防長
	課長等

	消防長

次長
	国　　　　外
	道　　　　外
道内３日以上
	道内２日以内
	

	署長

課長等
	国　　　　外
	道　　　　外
	道　　　　内
	

	課長補佐
係長

係
	
	国　　　　外
	道　　　　外
	道　　　　内


備考　１　旅行依頼により職員以外の者が旅行する場合の専決区分は、復命者課長の項によるものとする。
　　　２　消防団員が旅行する場合の専決区分の項は、次によるものとする。
　　　　ア　消防団長、消防副団長は、復命者課長の項による。
　　　　イ　上記ア以外の消防団員は、復命者課長補佐・係長・係の項による。
 　　
３　服務除外・義務免等承認決裁事項
	願出者
	　　　　　　　　　　　承　認　者
区　　　分
	組合長
	事務局長
	消防長
	総務課長
	署長

所属課長等

	消防長
次長
	年次有給休暇
	１日以下
	
	
	○
	
	

	
	
	１日超
	
	○
	○
	
	

	
	病気休暇
	７日以上
	○
	○
	○
	○
	

	
	
	７日未満
	
	○
	○
	○
	

	
	特別休暇
	夏季休暇
	
	○
	○
	
	

	
	
	その他
	
	○
	○
	○
	

	
	介護休暇・育児休業
	○
	○
	○
	○
	

	
	義務免
	福利厚生休暇
	
	○
	○
	
	

	
	
	その他
	
	○
	○
	○
	

	
	遅参・早退・欠勤
	
	○
	○
	○
	

	署長

課長等
	年次有給休暇
	５日以下
	
	
	○
	
	

	
	
	５日超
	
	○
	○
	
	

	
	病気休暇
	７日以上
	○
	○
	○
	○
	

	
	
	７日未満
	
	
	○
	○
	

	
	特別休暇
	夏季休暇
	
	
	○
	
	

	
	
	その他
	
	
	○
	○
	

	
	介護休暇・育児休業
	○
	○
	○
	○
	

	
	義務免
	福利厚生休暇
	
	
	○
	
	

	
	
	その他
	
	
	○
	○
	

	
	遅参・早退・欠勤
	
	
	○
	○
	

	課長補佐
係　　長
係
	年次有給休暇
	５日以下
	
	
	
	
	○

	
	
	５日超
	
	
	○
	
	○

	
	病気休暇
	７日以上
	○
	○
	○
	○
	○

	
	
	７日未満
	
	
	○
	○
	○

	
	特別休暇
	夏季休暇
	
	
	
	
	○

	
	
	その他
	
	
	
	○
	○

	
	介護休暇・育児休業
	
	○
	○
	○
	○

	
	義務免
	福利厚生休暇
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	○
	○

	
	遅参・早退・欠勤
	
	
	○
	○
	○


備考　病気休暇の承認については、日数は休暇期間によるものとする。
４　個別専決事項
	項　　　　　　　　　　　　目
	決　　裁　　区　　分

	
	消防長
	課長等

	1　消防本部総務課

	
	(1)　予算の配当
	
	○

	
	(2)　予算の所属間の配当替え並びに目、節、細節及び細々節の間の流用承認
	３０万円超
５０万円以下
	３０万円以下

	
	(3)　予算科目の新設
	
	○

	
	(4)　予備費の充用承認
	  ５０万円以下
	

	
	(5)　財政事情の作成及び公表
	○
	

	
	(6)　例規データーベースの管理
	
	○

	
	(7)　文書の収受及び発送
	
	○

	
	(8)　ファイル基準表の追加及び修正
	
	○

	
	(9)　公印の制作及び改廃
	○
	

	
	(10) 令達番号の付与及び公告式条例に基づく掲示
	
	○

	
	(11) 職員の身分証明書、資格証及び組合員章の交付
	
	○

	
	(12) 任用候補者の身元、その他必要事項の調査
	
	○

	
	(13) 嘱託職員、臨時的任用職員の雇用承認
	○
	

	
	(14) 扶養手当、通勤手当、特殊勤務手当、住居手当、児童手当及び寒冷地手当支給区分等の認定
	
	○

	
	(15) 職員研修の開催
	係長以上
	係職員

	
	(16) 職員の疾病予防及び衛生教育の実施
	○
	

	
	(17) 時間外勤務手当の予算配当
	○
	

	
	(18) 所得税、納付金等の控除及びその他の給与控除
	
	○

	
	(19) 共済組合、退職手当組合、福祉協会及び火災共済に関する事項
	
	○

	
	(20) 社会保険及び労働保険の通常業務
	
	○

	
	(21) 公式ホームページの管理運用
	
	○

	
	(22) 消防団員の公務災害補償
	○
	

	
	(23) 滝川地区広域消防事務組合正副団長連絡協議会
	○
	

	
	(24) 消防団員の報償金支給、報償申請
	
	○

	
	(25) 危険物関係申請に係る許認可
	○
	

	
	(26) 火災予防運動の実施計画
	○
	

	
	(27) 火災等即報、火災の照会
	
	○

	
	(28) 防火対象物実態調査
	
	○

	
	(29) 予防関係講習の開催及び修了証等の交付
	
	○

	
	(30) その他、所管に関する事項
	重要なもの
	軽易なもの

	２　消防本部通信指令課

	
	(1)　消防通信機器等の運用及び維持管理
	
	○

	
	(2)　消防、救急指令装置の保守管理
	
	○

	
	(3)　緊急通報システム運用、管理
	
	○

	
	(4)　通信指令業務及び関係部署との連絡調整
	
	○

	
	(5)　気象情報の収集
	
	○

	
	(6)　無線業務日誌
	
	○

	
	(7)　災害関係情報の収集及び連絡
	
	○

	
	(8)　消防統計及び消防年報の作成
	○
	

	
	(9)　消防施設の整備計画
	○
	

	
	(10) 消防計画の運用及び作成
	○
	

	
	(11) 消防本部所管の補助申請に関する事務
	○
	

	
	(12) その他、所管に関する事項 
	重要なもの
	軽易なもの

	３　滝川消防署及び支署

	項　　　　　　　　　　　　　　　　　目
	決　　裁　　区　　分

	
	消防長
	署長
	課長等

	
	(1)　消防隊の編成
	
	○
	支署にかかるもの

	
	(2)　交替勤務職員の勤務時間等の割振、命令、確認
	
	○
	支署にかかるもの

	
	(3)　文書の収受、発送及び保存
	
	
	○

	
	(4)　消防団に関する事務
	
	○
	支署にかかるもの

	
	(5)　消防水利の維持管理
	
	
	○

	
	(6)　消防用機械器具及び資機材の維持管理
	
	
	○

	
	(7)　消防通信機器等の運用及び維持管理
	
	
	○

	
	(8)　庁舎及び付属施設の管理
	
	
	○

	
	(9)　消防車両の管理
	
	
	○

	
	(10) 水利施設及び車両保険の契約
	
	
	○

	
	(11) 車両事故の保険手続関係
	
	右記以外のもの
	軽微なもの

	
	(12) 消防関係法令に基づく届出及び火災予防条例に基づく届出・申請
	
	
	○

	
	(13) 建築許可・確認・通知の同意等
	
	○
	

	
	(14) 消防用設備等の着工届出及び設置届
	
	○
	

	
	(15) 防火対象物等の査察計画及び実施
	
	○
	

	
	(16) 立入検査等による行政指導及び行政処分
	
	○
	

	
	(17) 防火基準適合の表示及び公表
	
	○
	

	
	(18) 防火対象物及び防災管理点検報告特例申請及びその他の特例申請
	
	○
	

	
	(19) 少量危険物、消防活動阻害物質及び指定可燃物に関する届出
	
	○
	

	
	(20) 防火相談簿
	
	
	○

	
	(21) 危険物製造所等の査察
	
	○
	

	
	(22) 危険物規制事務に係る違反処理
	
	○
	

	
	(23) 危険物製造所等に関する届出
	
	
	○

	
	(24) 高圧ガス保安法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づく通報に関する届出
	
	○
	

	
	(25) 火災速報、火災調査報告書、出動報告書
	
	○
	

	
	(26) 避難訓練
	
	
	○

	
	(27) 幼年、少年消防クラブ、婦人防火クラブ
	
	
	○

	
	(28) 応急手当の普及及び指導
	
	
	○

	
	(29) 医療機関との調整
	重要なもの
	○
	

	
	(30) 救急知識等の普及
	
	
	○

	
	(31) 救急車及び救急資機材の運用及び管理
	
	
	○

	
	(32) 消防職員、団員の教養訓練の企画
	
	右記以外のもの
	定例的なもの

	
	(33) 救助資機材の運用及び管理
	
	
	○

	
	(34) 救急、救助、危険排除等出動報告書
	重要なもの
	○
	

	
	(35) 火災警報の発令
	
	○
	

	
	(36) 消防警戒区域立入許可
	
	○
	

	
	(37) 特殊防火対象物の防御計画
	
	○
	

	
	(38) 消防水利の整備計画
	○
	
	

	
	(39) 消防施設の整備計画 
	○
	
	

	
	(40) 自主防災組織の指導育成
	
	
	○

	
	(41) 緊急通報システムの運用
	
	
	○

	
	(42) 市・町防災部局との防災に関する調整
	重要なもの
	○
	

	
	(43) その他、所管に関する事項
	重要なもの
	軽易なもの
	


別表第２（第11条関係）

　１　指定合議事項

	事　　　　　　　　　　項

	１　総合計画の重点施策の推進に関する事項

	２　陳情、請願の提出に関する事項

	３　組合長が主催する行事及び会議、組合長の出席を要する行事及び会議に関する事項

	４　付属機関委員等公職者の任免、委嘱、解嘱に関する事項

	５　予算の計上及び将来の財政負担を伴う事項

	６　国、道等に対する補助金、組合債等の申請決定に関する事項（変更申請を含む。）

	７　報償費、委託料、使用料及び賃借料（車両、機器等リースに関するものに限る。）並びに備品購入費の支出負担行為の承認に関する事項

	８　工事施行の決定に関する事項

	９　工事跡請保証に関する事項

	10　工事の変更に関する事項（金額の変更を伴う場合に限る。）

	11　支障物件の移転補償及び用地買収の施行伺に関する事項

	12　交際費及び負担金に係る前渡資金の清算に関する事項

	13　物品の廃棄及び売払い処分に関する事項

	14　公有財産の取得、管理及び処分に関する事項

	15　規則、訓令、要綱等の制定及び改廃に関する事項

	16　組合議会提出議案に関する事項（条例の制定及び改廃に関する事項を含む。）

	17　組合長による褒賞、表彰に関する事項

	18　行政改革及び事務改善に関する事項

	19　ＯＡ機器の購入及びリース契約に関する事項

	20　令達番号の付与、公告等に関する事項

	21　公印の製作、改刻又は廃棄に関する事項

	22　寄付の受領報告に関する事項

	23　職員の定数、給与、任免、分限、懲戒、表彰及び主要な服務に関する事項

	24　特殊勤務に関する事項

	25　車両の取得、賃借及び廃車に関する事項

	26　車両、物品等の修繕（軽微な事項も含む。）に関する事項

	27　消防審議会提出議案に関する事項

	28　損害賠償義務の伴う事故報告、示談及び損害賠償額の決定に関する事項

	29　聴聞の実施（再開する場合を含む。）及び弁明の機会の付与に関する事項


　
２　会計管理者の合議事項

	事　　　　　　　　　　　　　項

	金融機関との協定、協議又は依頼に関する文書


